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非営利団体の財務報告の目的

一FASBの見解を中心として一

1非営利団体の財務報告

非営利団体（､mix鱈inessoIg訂,iZatio幅)は、

国民の日常生活と密接な関連を有しているだけで

なく、現代資本主義社会において亜要な経済セク

ターを形成しつつある。

現代資本主装社会においては、非営利団体が多

租多梯な形態で存在するため、その利害関係者も

多橡になり、非営利団体の財務報告がW9報開示の

上で果たすべき役割は、極めて誼要なものとなり

つつある。このため、財務報告の有用性を保証す

るため、「信頼性（唾liability)」、「公正性

（fairness)」、「目的適合性（relevance)」．な

どの会計悩報が具伽すべき特質が問い直されつつ

ある。さらに愉報利用者の側面と悩報提供者の側

面とから、非営利団体の業績（performaIre）お

よび迎営貿任者（m麺ge応)の受託会計Z匠任(s－

te幅rdshipaccountability）もしくは会計斑

任（accomtabilitl)を表示する財務報告につい

ての鵠鎗が盛んになり、財務報告の対象や内容の

再検討が迫られている。というのは、会計研究の

中心的課題である会叶寅任の研究からアプローチ

すれば、非営利団体の会計も非営利団体運営の社

会的貿任を明示するための手段として再綱築され

るべきものと思われるためである。

アメリカ合衆国においては、非営利団体の財務

報告に対する社会的要諦に対応すべく新し11淫胃計

理鐙の概念的なフレームワークを再栂築しようと

する努力がなされている。

かかる状況下で、財務会計基血審議会（Fim-

ncialAccomti曙StandaIdsBoard：以下､FA

SBと省略）は、非営利団体の財務報告の目的を

問い直すべく、財務会計橿念報告鰯（Stateme－

ntofFiu画zmalAccomtil壇Concepts）シリー

ズ第4号として、『非営利団体による財務報告の

目的（ObjectivesofFimncialReporti昭by

NOI山側』sinessOrg目ni2ations)』(以下、第4号と
省略）を1980年12月に公表した。これに先立

柴橋正昭

って、1978年11月にFASBから公表され

た財務会叶慨念報告宙第1号『企柔による財務報

告の目的（ObjectivesofFimncialReport唾

町BusinessEnterpriSe)』（以下、卵1号と省

略）は、企業による財務報告の目的の設定を行っ

た。

第4号を中心として、非営利団体による一般目

的の外部財務報告（gelleralmrposeeq[temal

fiI画ncialreportil壇【わ､bI1si【寵SsoIganiZati-

oI窟）の目的を考察し、以て、第1号の企業によ

る一般目的の外部財務報告（gEI鱈ralp』mose

externa1financialreporti返上Wbusi歴ss

enterprises）との類似点・相違点を究明しよう

とするのが本稿の目的である。

本う憶財務報告にお↓ては､会計摘報の発焔者である

作成者･提供者と、会3HW報の受信者である承児者が存

在する。利用者は､提供番に対して経済的慮思決冠ご有

用な会針11W報のf1日戎･提供を要鋼する。このため､財務

報告の目的勤芭D出発点は、まず財務報告の利用者を確

定し、次にその利用者の1W報ニーズの内容を的確に把握

することであろう。そして、その後、かかる利用者の摘

報ニーズを充足する1W報を蝿供することが財務報告の目

的となるものと思われる。
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2非営利団体の財務報告の利用者

第4号の分析対象は、非営利団体による一般目

的の外部財務報告の目的である。かかる財務報告

の潜在的利用者は極めて多様であると考えられる。

第4号も、現在および港在的利用者として、構成

員（members)、納税者（ta】Qpayers)､寄付者

（contributors)、識渡者（granto応)、運営貢

任者（maIEgers)、課税当局（taq〔i屯authori-

ties)、規制当局（regulatoryauthorities）な

ど、櫛成員から学生に至るまで25m類もの利用

者グループを指摘している。

しかし、「主たる利用者は誰であり、彼らの必

要とする財務梢報は何であるか、を明硫にするこ



とは、基本目的を展開する作業の基礎である」''1

ため、第4号も「主たる利用者」を識別する作業

の基礎として、「一般目的外部財務報告の鯉点は、

一般に、団体から人手したい惰報を指示しえない

外部利用者の共通の利害（commoninterests）

を満たす1i1報を提供することに置かれる」②と述

べ、外部利用者の「共通の利害（Commonint-

erests）という概念から、主たる利用者として資

源提供者（例えば、栂成員、納税者、寄付者、俄

椛者など）を特定している。このため、特殊なニ

ーズを有する者や必要とする愉報を指示する椛限

のある者、内部利用者（intemalusers）など

は、第4号においては分析対象から捨象されるこ

とになる。

さらに、第4号は、非営利団体の財務報告によ

り提供される怖報に特に関心をもつ者として、構

成要因（constitUentS）、自治体および監督当局

（governmgandovErsi曲tbodies)、運営貿任

者（managers）をあげている。資源提供者およ

びこれら3つのグループは、①非営利団体によっ

て提供されるサービス、②かかるサービスを提供

するに当っての能率性と有効性、③かかるサービ

スを提供するための継統的な能力についての1W報

に共通の利害を共有しているのである。

第4号は、非営利団体による財務報告の利用者

を資源提供者、柵成要因、自治体および監督当局、

運営貿任者の4つのグループ（以下、資源提供者

等と省略）に限定し、それらの悩報ニーズから財

務報告の目的を設定することになる。

3非営利団体の財務報告の目的

第4号は、非営利団体による一般目的の外部財

務報告が具価すべき3つの目的を段階的に展開し

ている。以下、第4号における財務報告の目的を

第1号におけるそれらと比較検討していこう。と

いうのは、「営利企業の財務諸表の目的は、非営

利躯業の分野での目的を明らかにするための広範

な指針を与えてくれる」副し、「独自の処理が必

要とされている分野を砿翌する坦合に最も有用」剛

であるためである｡

（1）資源配分の意思決定をなすに当って有用な

悩報

第4号は、「財務報告は、現在および描在的な

資源提供者およびその他の利用者が、非営利団体

に対する資諏配分についての合理的な恵思決定を

なすに当って、有用な愉報を提供すべきである」閏’

と述べ、財務報告の目的が会計悩報の利用目的か

ら生ずるものであるという一般的な概念を明らか
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にしている。その梢報は、ある団体の活動につい

て適度極里鯛リブをもっており、適庇繊勉さでもって、

そのW浦lを進んで研究しようとする人々 にとって理解可

能芯ものでなければならな'‘，この節1の目的において、

財翻認告力精報を提#ける際にjNA点を固くべき1噸猪の

タイプおよびかかる利用者がなす恵思決定のタイ

プを確認している。この一般目的は、非営利団体

の経済的活動や財務報告の利用者の怖報ニーズと

財務報告により提供すべき怖報の適切な内容とを

関連づけるものである。

第1号においては､耐務報告は、現在および潜

在的な投資家、債権者その他の利用者が、合理的

な投資、貸付、これらに類似する意思決定を行う

のに有用な1W報を提供すべきである」⑤と規定さ

れていた。

まず、利用者のタイプについて両者を比較すれ

ば、第1号における投資家・憤枢者は、企業に対

する主要な資源提供者である。利用者のタイプと

しての資源提供者等は、鋪4号で確認されたグル

ープの他に、投資家・憤椛者を含んでいると考え

られる。

次に、利用者の恵思決定のタイプについては、

両者ともある実体に対して資源を提供すべきかど

うかを決定する場合に有用な澗報を提供すること

に蝋点をあわせている。しかし、資源を提供する

理由はかなり異なっている。企業の投資家・債椛

者は彼らが提供する資源の貨幣的な返済とその資

源に関する利益を求めている。しかし、非営利団

体は全く経済的便益を期待していないか、提供し

た資源に見合わない便益で満足する資源提供者等

からその亜要な資源を極得している。

（2）サービスおよびサービス提供能力を査定す

るに当って有用な愉報

第4号は、「財政報告は、現在および潜在的な

資源提供者およびその他の利用者が非営利団体が

提供するサービスやかかるサービスを提供し続け

るその能力を査定するに当って有用な悩報を提供

すべきである。・・－．．提供されたサービスとそれら

を提供するために使用される資源との関係は、そ

の団体がサービスの目的を実行するに当って、ど

れほど成功しているのかの程度を査定するのに役

立つ｣耐と述べ、有用な悩報の内容を確認してい

る。資源提供者等は、その団体の資源およびその

団体が資源をいかに亜得し、利用しているかにつ

いての佃報に関心を持つが、その関心の焦点は、

団体の業細（oIganizatiorfsperformance）に

ついての摘報およびある一定期間にその運営貿任

者がいかに彼らの受託貿任（StewardshiprEs-



po応ibility）を解除してきたかについての悩報

におかれることになる'8'。

これに対して、第1号は、「財政報告は、現在

および潜在的な投資家、佃椛者、他の利用者が配

当や利子から予想される現金の収入額、その時期

およびそれにまつわる不破実性を査定し、有価証

券ないし俄券の売却、償還あるいは満期による収

入額を査定するのを助ける愉報を提供すべきであ

る」(91と規定していた。

両者は、それぞれの資澱提供者等の異なった利

害を反映している。それらの異なった利害は、目

的における相違のもう1つの主要な領域、すなわ

ち、財務報告が業績について提供すべき悩報のタ

イプの相迎を生み出している。

（3）運営受託武任および業績を査定するに当っ

て有用な情報

第4号は、「財務報告は、現在および溌在的資

源提供者およびその他の利用者が、非営利団体の

運営貿任者が彼らの受庇寅任をいかに解除したか、

および、彼等の業績の他の側面について査定する

に当って有用な梢報を提供すべきである｣@mと述

べ、財務報告が提供すべき1W報のタイプの確望を

行っている。

ある団体の運営貿任者は、資源提供者等に対し

て、団体の資源の管理や保管そのものに対しての

みならず、それらの有効で、効率的な使用に対し

ても責任がある。と言うのは、「団体の業繍に関

する情報（資源のインフローとアウトフローに関

する悩報、サービスの努力と成果に関する悩報一

引用者庄一）は、非営利団体の運営闘任者の受託

寅任もしくは会計貿任を査定するための蝋点とな

るべきものである｣叩ためである。

この点について、第1号では、「財政報告は、

企業の経営者が委託された企業資源を利用するに

当って、所有主（株主）に対する受詑貿任をいか

に解除してきたかについての悩報を提供すべきで

ある｣''3と述べられていた。

両者の目的の実質は類似している。しかし、2

つの報告宙内におけるそれらの位団付けは異なっ

てくる。第4号では、第3の目的は、利用者の基

本的な愉報ニーズとしてみられている。しかし、

第1号では、他の基本的な悩報ニーズを満足させ

るために提供できる梢報とみられているにすぎな

い。この位皿づけの相違は、非営利団体における

受託貿任愉報の亜要性から生じている。というの

は、非営利団体は利益を志向しているのではなく、

その資源提供者等の継続的な支持に依存している

が故に、受庇寅任悩報がより亜要となる。このた

め、資源提供者等と非営利団体の間には、企業に

関してよりも、より直接的で密接な関係が成立す

するものと思われる。

4財務報告悩報の特性と限界

前節において指摘された第2、第3の目的であ

る「サービスおよびサービス提供能力を査定する

に当って有用な情報」および「運営受難貿任およ

び業績を査定するに当って有用な悩報」とはいか

なるものであろうか。第4号は、大別して、①経

済的資源、債務、純資源およびそれらの変動に関

する憎報、②運営寅任者の鋭明と解釈という2つ

の悩報を指摘している。

（1）経済的資源、俄務、純資源およびそれらの

変動に関する憎報

第4号は、「財務報告は、ある団体の経済的資

源、債務および純資源についての惜報および資源

と資源における持分を変動させる取引、駆象およ

び環境の影轡についての悩報を提供すべきである」

q3と述べ、節1号は、「財務報告は、ある企業の

経済的資源、それら資源に対する請求柵（企業が

資源を他の実体に移転する債務および所有主持分）

およびかかる資源と資源への論求権を変化させる

取引、耶象および環境の影轡に関する冊報を提供

すべきである｣“と述べている。両者の目的は、

非営利団体の1つの特徴（滴算の場合における残

余持分の分配に椛利を付与する所有主持分の欠如0

を表わす用語の相違以外は基本的に同じである。

第4号は、このタイプの愉報が①経済的資源、

憤務および純資源、②団体の業績、③流動性の3

つの櫛成要索から成るとしている。

①経済的資源、債務および純資源

第4号は、「財務報告は、ある団体の経済的資

源、債務および純資源についての悩報を提供すべ

きである。その情報は、資源提供者およびその他

の者が、その団体の財務的な長所や欠陥を確認し、

その団体の一定期間中の業績についての摘報を秤

伍し、サービスを提供し続けるための能力を査定

するために役立つ」鯛と述べ、この悩報が非営利

団体の業績を査定するのに有用であるとしている。

また、この愉報は資源のキャッシュ・フローの潜

在性（cashflowprotential)および負債弁済の

ために必要な現金の直接的な指標を提供する。こ

のキャッシュ・フローの柵在性の査定は、財およ

びサービスを提供するための団体の能力に直接に

関連しているため重要である。というのは、「あ

る企業の経済的資源とその資源を他へ移転する義

務は、企業のキャッシュ・フローや収益活動およ
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び財務活動との間の主要な迎結園である｣06ため

である。

この点について、第1号は、「財務報告は、企

業の経済的資源、債務および所有主持分について

の怖報を提供すべきである」”と述べるように、

両者の目的は、用語における相違（所有主持分の

欠如）を除いて基本的に同じである。

②団体の業績

第4号は、「財務報告は、一定期間のある団体

の薬績についての愉報を提供すべきである。非営

利団体の純資源の総額や特質における変動の期間

的測定およびある団体のサービスの努力と成果に

関する愉報は、共に、その業績を査定するに当っ

て、最も有用な愉報を表示するju8と述べ、それ

に対して、第1号は、「財務報告は、一定期間の

ある企粟の財務的な業繍（fi腫唾ialperform-

ance)についての憎報を提供すべきである。..…

財務報告の主要な魚点は、利益とその栂成要素の

測定値によって提供される企業の業績に関する情

報である」叩と述べている。

両者は、いずれも外部から提供された資源をい

かに維持・管理し、その目槻迩成のために迎用し、

いかなる成果を達成したかを記録し、報告すると

いう点では基本的に同じである。しかし、非営利

団体の特徴の故に、かかる目的充足のためには幾

分異なった愉報が必要とされる。両者とも実体の

努力と成果の測定を求めている。しかし、非営利

団体の業績の査定の甥合には、企業における利益

のような業細査定のための単一の指標がないため、

その代替物として、サービスの努力と成果に関す

る憎報が必要となってくる。

第4号は、団体の業績を表示するために、①賢

源のインフローとアウトフローの特質と両者の関

係および②サービスの努力と成果という2つの悩

報をあげている。

まず、財務報告は、一定期間の資源のインフロ

ーとアウトフローの総額と租類に関する佃報を提

供し、純資源を変動させる資源のフロー（例えば

料金・寄付金のインフロー、賃金・給料のアウト

フローなど）と純資源を変動させない資源のフロ

ー（例えば、借入れや迩物の鯛入など）とを区別

すべきであるとしている。かかる団体の活動の業

績や資源のフローを認識・測定するための技術的

手法として発生主義会計（accrualaccolmting）

の採用を提唱している。

次に、団体のサービスの努力と成果についての

憎報は、資源提供者等が、非営利団体の業績を査

定するに当って、また、資源配分の意思決定をな

すに当って有用である。しかしながら、サービス

の成果、特に、プログラムの成果の客観的な測定

および価値計数化は、非営利団体の活動効果の多

槻性および利用者個人の主観的・心理的要因まで

考愈に入れねばならないため、かなりの困難性が

伴う。このため、サービスの成果の測定値は、概

念報告宙第2号陰叶愉報の質的特徴』goにおい
て硫盟された会計冊報の特質（適合性、信頼性、

検証可能性など）を満足しないかもしれない。現

在のところ、適切な測定値がないことから、この

佃報は、運営貿任者の鋭明や財務報告以外の源泉

によって提供されざるをえないであろう。

③流動性

財務報告は、ある団体がいかにして現金や他の

流動性のある資源を狸得し、費消しているか．そ

の借入れや返済、流動性に影轡を及ぼす可能性の

ある他の要素についての梢報を提供すべきである。

業繍と経済的資源、債務および純資源についての

冊報は、ある事業の流動性を査定するに当って有

用であろう。

以上、①～③の3つの指標は、資源提供者等が、

（イ）ある団体の財務的な成長力（fimncial

viability)、（ロ）その業績、（,､）その団体の

迎宮貿任者が彼らの受肥貴任をいかに解除してき

たかを評価するに当って有用な梢報となろう。

（2）迎営貿任者の脱明と解釈

財務報告は、利用者が提供された財務傭報を理

解するのを助けるために説明や解釈を包括すべき

であると述'、非計、的梢報や叙述冊報の重要性

を指摘している。

5非営利団体の会計資任

以上、本稿においては、非営利団体の財務報告

の目的について検討し、必要な限りにおいて企業

の財務報告の目的と比絞検討した。

節4号は、第1号における目的との類似点・相

違点の吟味を経て、「あらゆる特定のカテゴリー

の実体（例えば、非営利団体もしくは営利企業）

に対して、別個の概念的フレームワークを開発す

る必要はないという結陰に到連した」即と結んで

いる。『財務諸表の目的』においても、「営利企

業と非営利企業の1つの基本的な類似点は、意思

決定を行う人が、それらの企業を自分自身の個人

的目槻を連成するための手段とみていることであ

る。.．…･意思決定のプロセスは本闘的に同じであ

る」国と意思決定の類似性が指摘されている。

このため、FASBの目標（goal）は、総べて

の実体にとって目的適合性を有しており、ある特
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定のタイプの実体に適用でき、あらゆる異なった

報告目的を適切に考慮に入れた統合された概念的

フレームワークを開発することになる。この背俄

には、非営利団体の財務報告も営利企業の財傍報

告も、その対象領域は別個のものではなくて、両

者は次第に統合されてくるであろうというFASB

の会計観があるものと思われる。

第4号は、その主たる利用者として資源提供者

等を取り上げ、彼らの悩報ニーズから財務報告の

目的の設定を行っている。その際、現在および描

在的な資源提供者等の悩報ニーズを満たすように

提供された悩報は、「共通の利害」を有している

他の利用者にとっても有用であろうと仮定されて

いる。それ故、資源提供者等の冊報ニーズを満足

させる冊報の提供が財務報告の目的の焦点となろ

うが、その目的は、大別して2つに分かれるであ

ろう。まず第1に、非営利団体の活動ならびにそ

の活動に委託された猪資源の管理を誠実かつ能率

的・効率的に実施しているかどうかを判断するの

に有用な佃報を提供すべきであり、第2に、非営

利団体のプログラムを城実かつ能率的．効率的に

執行する任務にあたる迎営貿任者が自己の管理下

にある諸資源の使用を可能にするような傭報を提

供すべきである。第1の目的は非営利団体の業細

管理に関係しており、第2の目的は運営責任者の

会計貿任（aCcountability）に関連することにな

る。しかも、その責任は伝統的なアカウンタピリ

ティ概念にとどまるのではなく、非営利団体の会

計買任の履行を財務的に明確にするというアカウ

ンタビリティ概念にまで拡大すべきものと思われ

る。すなわち、非営利団体の運営貿任者は、資源

提供者等から提供された経済的資源の管理・運用

に対する会計責任および法的規制を遵守すべき法

的会計賀任のみならず、業務の遂行における効率

性（efficiency）および経済性に対する会計貨任

を課せられていると考えられる。さらには、『財

務諸表の目的』においても、「政府機関と非営利

団体の運営武任者は業細と目標逮成（gUalat←

ainment)に対して会計買任を負っている。した

がって、このような会叶貿任を報告することは、

営利企業の場合と同槻に、非営利団体にとっても

重要である」四と指摘されているように、目的述

成度、サービスの努力（serviceefforts）およ

びサービスの成果（serviceaccompIishments）

などを反映するプログラムの成果に対する会計責

任（非営利団体の経済的効果の測定に対する会計

貿任）まで課せられているものと考えられる。

以上のように、非営利団体の運営責任者は、資

源提供者等が提供した資源の通用や資金の使途に

対する法的会計笈任のみでなく、業務活動が有効

に、効率的に遂行されたかどうかという迎営効率

や迎営効果を明示する経済的会計責任（econom-

icaccmmtability)も負っているものと考えられ

る画。このためには、測定実施上の問題点はある

もののキャッシュ・フローの潜在性による非営利

団体の業繍表示の手法を開発する必要があろう。

営利企業においては、利益の測定という単一の

究極的目標があるが、非営利団体は利益追求を第

一義的な目的としておらず、このため、特殊な会

計責任の概念が生じてくるのである。また、非営

利団体は組織形態の多棟性、根拠法の多梯性、規

模の多様性の故に、営利企業におけるよりも、よ

り一届会計責任が亜視されるべきであろう。

節4号は、財務報告の目的を分析する際に、そ

の利用者を資源提供者ほか3つのクループに限定し、

彼等の意思決定の効率性に対して会計悩報がいか

に有用なものであるかを中心に論理を展開してい

る。このため、資源提供者以外の利用者グループ

に対して、さらには、利用者以外の者に対してそ

の意思決定が及ぼす潜在的な社会的・経済的影響

を桧象している。すなわち、特定の利用者グルー

プに対して有用な悩報を提供する場合に、他の利

用者グループおよび他の社会柵成員に発生するか

もしれない社会的コストが考慮に入れられていな

いという問題を指摘せざるをえないであろう。非

営利団体の財務報告に課せられた社会的な使命も

しくは外部的・社会的制約条件に鑑みて、資源提

供者等以外の多くの社会柵成風に対する公正性

（fairness）、不偏性（freedomfrombias)など

の会il柵報に課せられた基準をいかにして満足さ

せていくかが間胆となるだろう。この問題に対し

ては、吉田寛教授が主張されているように、非営

利団体の業績が社会的に及ぼす影響を明らかにす

るための社会的会3十責任（socialaccolmtabili-

ty)を明確にするための手法の開発が今後の緊急
の裸哩となろう四・

(1)AICPA,TheStl域yGroupontheObjectivesofFinancialStatements,ReportoftheSt－
udyGroupontheObjectivesofFinancialStatements，QObjectivesofFiI画nciaIStat-
ements,,．Ame『icanlnstituteofCertifiedPublicAccountants・October1973,pl5
川口順一沢『アメリカ公認会計士協会，財務諸表の目蝿同文舘，昭和51年，10頁
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12）FASB，StateuI漣ntofFinancialAcco1mti昭ConoeptsNq4，qObjiectivEsofFiI画ncial

Reporti昭句Nonh』sinessOrganizaticnsp，（inAccqmti唾Stamards，諭OriginalPmnolm-

cements,｡Julyl973-J…1.1984,1984／85Edition)，FimncialAccclmti昭Staxnar-
dsBcard0Decemberl9800PamgI印h10．口4116.

(3)AICPA，op･ci上.，p50．川口順一訳，前掲訳宙，67頁。

(4)FASB・op･Cit.，（December1980）.Paragraphl,p､4114.

(5)Ibid.，Paragra山35,p､4121.

(6)FASB・StatementofFimncialAcCamti昭CO砥eptsNql，｡ObjeCtivesofFiI画ncial

Reporti昭byBusiI鯉ssEnterprise鯵,FimncialAccoImtingSt劃udaIasBoard，November

l978,Paragraph34,p,16

(7)FASB，op・Cit.｡（Decemberl980）．Paragmph38‘pp4121F4122．

(8)lbid.，Pa砲gTaph390p4122．

(9)FASB，叩．Cit.，（Novemberl978）．ParﾖgraPh370p､17.

0CIFASB，op・Cit.，（Decemberl980).Paragmph40.n.4122．

0，1bid.、Pamgmph41.p､4122．

U2FASB，op・Cit.，（Ncvemberl978），ParagraFh50.p､25

U3FASB，cpcit.，（Decemberl980)，Pamgraph43,p､4122

U4FASBoPLCit.，（NoVemberl978)，ParagraPh40,p､p､l器20

qgFASBooRcit.，（Decemberl980)，ParagraPh44,p､4122

U6FASB，PrcposedStatementofFim唾ialAccmmti昭Concepts､qObjectivesofFimnciaI

Reportil返釦㎡EIementsofFiI通mcialStatementsofBusinessEnterprisep，E]叩osureDmft，
FinancialAccamtingStandardsBoard、December29,1977,Paragraph87,p39．

UlFASBopLcit.，（Novemberl978)，Pamgmph41n20･

U8FASBoRcit.，（Decemberl980)，Pamgmph47P4123・

m9FASBOPcit.，（Novemberl978)．Para厚泡ph42一過3p、21．

CqFASB･StatementofFimncialAccmmti昭ConceptsNn2,“QualitativeCharacterist-

icsofAcconmtil壇Information画．FinancialAccamtingStandaIdsBoard，May1980.

21）FASB，op・Cit.，（Decemberl980）,Pa画graphl,p、4114．

”AICPA，op.､Cit.，pp､49-50,川口順割沢，前掲択密，66頁。

(231bid.，pp、50-51.,前掲択替，67-68頁

“吉田寛著『i妨自治と会計貿任』税務経理協会,昭和55年，56頁
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〔受入図書一覧〕

本研究室が昭和62年6月以降に受入れた図啓は次のとおりです。

アメニティタウンハンドプック

環境庁アメニティタウン研究会

（財）日本環境協会

OUTPUTNRC－82－2水産の将来展望

に関する研究．：縫合研究開発槻櫛

都通府県観光白宙昭和60年度

（社）日本観光協会

OUTPUT地方都市活性化の方箪

鑓合研究開発槻栂
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六法全密昭和62年度版

平野髄一三ケ月章加顔一郎

三Ⅲ鼎騒労30年史森川昭雄

「三m県職労三十年史」年表森川昭雄

あすの地方自治－私の県づくり－桑原幹根

予算と地方財政大蔵財務会計調査会

財政と自治大蔵会計調査会

日本の都市計画一街路信一鎚勇三郎

東海の百年三宅兼松



財政と自治サンキョーピジネス・ファーム

財政と会叶検査地方財務会計調査会

給与・恩給の変通内閣資料調査会

国勢総覧卵28版国勢協会

中央年鑑1982矢口賢

改正地方財政群解昭和46年地方財務協会

国勢総覧国勢鰹会

中部四年艦中部経済新聞

時耶年鑑S50岡田舜平

財政と決算地方財政調査会

中部財界戦後三ｲ年史和木康光

東海経済の歩み昭和縄中部経済新聞社

国土絶合開発総覧森田幸夫

時耶年艦S51岡田舜平

中央年鑑年鑑絹梨部

時邪年鑑S54舞田一夫

中部財界戦後三十年史和木康光

近代部落史資料典成卵3巻秋定疑和

国と地方の文教予算文部省田中璽弥

河芸町郷土史倉田正春

「三亜県における高度1W報化に関する

ニーズ調査」結果報告宙

三m雌高度悩報化推進協議会

三亜県における高度愉報化推進のあり方に

関する剰査報告密

三頭県高度悩報化推進惚溌今

高度愉報化ビジョン三砿

三通県高度愉報化推進惚鵡令

子どもと人椛意識－14－池田孝雄

いのちあるかぎり－15一

福島地区被蝿者の会

ふるさと詩集－16－丸岡忠雄

部落問題学習資料－17－（上）

兵皿部落問題研究所

部落問題学習資料－18－（中）

兵叩部落問題研究所

三亜県統計谷S60三亜県地域振興部統計課

住宅統計調査報告S58第2巻

その4京阪神大都市圏総務庁統計局
” 。〃 ”

祝’ β『 jリ

” その2京浜大都市IEI〃

”その3中京大都市圏〃
” 向P Jヶ

Jy JV Jr

日 本の住宅総務庁統計局

住宅統叶調査報告S58節2巻

その3中京大都市咽（2）総務庁統計･局
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教育法規事典兼子仁神田修

教育法の基礎室井力鈴木英一

市町村別決算状況調地方財政調査研究会

公共施設状況調地方財政調査研究会

実践愉報公開法トム・リライ（平松殿）

ハロルド。C・レリア

これからの短期大学経営の戦略方向

地域科学研究会

大学生鋼座生活術PARTI

キャンパスライフ

大学生調座勉強術PART2

キャンパスライフ

大学生調座就職術PART3

キャンパスライフ

大学でどう学ぶか森茂也

就職四季報’88企業澗報版学生授塑会

就職四季報女子学生版学生援謹会

全国専修・各租学校案内63年度

品文*+出賑

大学教授の女子大生観察ノート干蔵八郎

大学生の為の就職に成功する本世塩道彦

大学教育改革のための提案20条

高坂正顕吉田寓三

アメリカのコミュニティ・カレッジ

小牧治内田穣吉

女子学生の為の就職読本井上昭正川井由美

ミルの大学教育論

ジョン・ステュァート。ミル

会社訪問・面接の技術大矢且生

就職のための会社選び良い会社危ない会社

の見分け方大矢息生楢木望

大学の未来と臨教審日教祖大学部

女子学生の就職成功の技術大矢息生

国勢調査報告S60第2巻

第一次基本築計結果総務庁統計局

国勢調査報告S60第3巻その2

24三璽県絶務庁統計局

国勢調査報告S60第3巻その1

全国垂総務庁統計局

第四次全国総合開発計画国土庁

試験の社会史天野郁夫

全国予備校案内全国予備学校協鍍会

看迩・医療学校最新データ文化総合出版

工業・技術・電気電子系オール学校ガイド

文化総合出版

肴謹・医療系オール学校ガイド文化総合出版

大学・短大就駿ランキング蛍雪時代

アルバイト白書学生概謹会



あなたを生かす仕那週び

市川幸子桜井隅子

市民の大学井門商二夫

ドイツ大学への旅潮木守一

ヨーロッパ大学都市への旅横尾壮英

全国専修・各租学校ガイド日本文芸社

就鞍面接のマナーと合格法篠田弥寿子

瞳教審と大学の危醗畠山英高

ナチズムと大学山本尤

本邦大学・高等教育槻関沿革史縫覧

中村博男

就賦作戦レポート男子学生版

就職佃報研究所

就職作戦レポート女子学生版

就職悩報研究所

受謝ノートの録り方斉醗啓門

パトスから大学へ五十嵐良雄

女子学生相談室から川中なほ子

大学教育の目的K・E・エブル

裁かれる大学五十嵐良雄

専修・各租学校のすべて専修各利学校研究会

ザ・キャンパス本橘信宏

飛踊する大学スタンフォード

ホーン・川蝿瑠子

あなたを生かす就敬ハンドブック来栖琴子

大学教師の実践肥録シリーズ5和光大学

職員意識の変革と組織活性化策

地方公務員能率研究会

〔編集

天皇の崩御により昭和に終止符がうたれ、平成

と改った。昭和天皇は生真面目ともいえる程の索

直な城実なお人柄であったように推察するが、公

の立明での戦争貿任については、いろいろな見方

ができよう。股近、側近の人々の日肥や証言など

で、当時の状況が明るみに出つつある。それを踏

まえて大いに誼ぜられることは望ましい。そのこ

とによって天皇の象徴としてのあり方が明らかに

されていくであろうから。

ともあれ、戦後、「象徴」という不可解な地位

にあられること40有余年、さぞお疲れになられた

ことと拝察し、今はただご冥福を祈念するのみ。

今回は、入試、期末湿り験など亜要行邪とダブっ

て各プロジェクトとも、まとめの作業に多忙の時

期でもあり、執証の余裕をもつ人が少なく、やっ

と柴橋研究員の、平素から一画して追求中のテー

大学教育とカウンセリング・マインド

土戸消

リゾートの綱図長谷川芳郎

東京専門学校案内近県著名学校

アメリカの大学・短大案内三修社

女子高等教育の座標天野正子

アメリカ大学名鑑鷹習房

女子大生就登読本’88年度版皿三堂

医療専門学校全ガイド関口袈

国公立大学ガイドブック国立大学協会

保母・幼稚園教諭系文化総合出版

大学教授法の実際w・』・マッキーチ

高等教育の比較的考察喜多村和之

専修学校の現状と問題点総務庁行政監察局

日本の大学その現状と改革への提言
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マについての一文を掲載することができた。

図替目録もまだ昭和62年度の分が終らず、増ペ

ージでもしてこなさなければと思案中である。

冬の寒さの中で、ほんの少しの暖かさを感じと

ったら一紬また一槍と開花し、芳香でその存在を

示す品格ある梅。平城宮の都大路をしのばせる花。

今年は畷冬で、例年より早く咲き初めた橡子。水

平よりはわずかに上向きに望見する白梅を美しい

と思う。虫が冬寵りから目ざめて地上へ出る頃と

もなると、人もまた、すくめていた首をのばして

アウトドアの活動をはじめる。先ず手はじめに観

梅などを。草木も例にもれず、花々は肝を鏡いは

じめる。

沈丁の蕊ごもる花も溺れし雨秋櫓子
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